







の向上を図ったことだろう。これまで、授 業コマ数に応 じて増やしてきた実験助手補は3地 区合
わせで150名にも達 してお り、実験助手補の教育や、助手補間の連絡引継ぎが十分でなくなる問
題点が大きくなっていた。2001年度の助手補の採用に際 しては、それまでほとんど希望者全員採
用 となっていた現状を改め、広 く学外にも人材を求めたうえでペーパー試験を導入 し、成績上位








礎論のf座 学講義」を導入 した。 これは、一般教室で座学の授業を行ない、パソコンを使った課
題提出を自宅や実習室のパ ソコンを用いて行な うとい う授業である。 しか し実績は、定員150人





ないとい う学生が、これまでの減少傾向から増加傾向に転 じた感がある。アンケー ト調査か ら、
その原因のひとつには、ある程度情報に関する知識 ・技能を身につけた学生が、自分には情報基
礎論はもう必要ないと判断する向きが見 られている。2006年度からは、高等学校で 「情報」を必
修科 目として学んだ学生が入学 してくるのであるか ら、情報教育を応用的内容にシフ トすべき必
要性 も感 じられ る。 当面の対策 としては、これまで、情報基礎論を履修 しないと各種情報論へ進
めない としていた制度を改め、情報基礎論の履修済み レベルに達成 しているとい う認定制度を設
け、各種情報論への履修希望者を積極的に受け入れる方法が考えられる。




では2002年度の新学科設立に伴って、情報 リテラシーに関する多くの科 目を学部独 自に設置す
る。2003年度には、文学部が情報をキーコンセプ トとする新専攻を設置する計画である。さらに、
2004年度には、情報コミュニケーー ション学部とい う名称で新学部の設置が予定 されている。こう
した多様な要求に合 う情報の基礎的 ・応用的教育はどうあるべきかとい う難題が今、情報科学セ
ンター教育専門部会に課せ られているのである。
